
平成２８年度新規地区採択チェックリスト

（７－３）農業競争力強化基盤整備事業（水利施設整備事業）
（都道府県名：沖縄県 ）（地区名：大浜 ）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善等の観点から、当該 ○
と。 事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○
と。

３．事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分見込まれ、すべての効用
が十分見込まれ がそのすべての費用を償うこと。 ○
ること。

（効率性）

４．受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農家経営の
可能性が十分で 状況からみて、負担能力の限度を超えることとならな ○
あること。 いこと。

（公平性）

５．環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
に配慮している ○
こと。

６．事業の採択要 ・事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準
件を満たしてい の要件に適合していること。 ○
ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。



平成２８年度新規地区採択チェックリスト

（７－３）農業競争力強化基盤整備事業（水利施設整備事業）
（都道府県名：沖縄県 ）（地区名：大浜 ）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保 － ○ Ａ
②コスト縮減についての具体的配慮 ○

有効性 食料の安定 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上効 千円/ha 1,172 Ａ
供給の確保 維持・向上 果額（受益面積当たり） ･年

野菜・果樹の 野菜指定産地・果樹濃密生産団地の指定

産地形成 作物の計画作付面積割合 ％ － －
（受益面積当たり）

農業の持続 望ましい農業 認定農業者の割合（総農家当たり） ％ 25.5 Ａ

的発展 構造の確立

農地の確保・ 耕地利用率、作付面積増加率 ％ 106 Ａ

有効利用 16

農業生産基盤 施設の更新等整備の緊急性 － ○ Ｂ

の保全管理

戦略的な保全管理に向けた更新整備計画 － １項目 Ｂ

の作成

農村の振興 地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha 4,315 Ａ

波及効果 （受益面積当たり） ･年

地域用水機能 地域用水効果額（受益面積当たり） 千円/ha 5.84 Ａ
の維持・増進、 ･年

水資源の有効

活用(快適性の

向上)

再生可能エネ 小水力発電等の再生可能エネルギーの導 － － －

ルギーの導入 入

多面的機能 環境機能の維 環境関連効果額（受益面積当たり） 千円/ha － －

の発揮 持・増進 ･年



【事業の実施環境等】

評 価 項 目 単位 評価 評価

評 価 指 標 結果

大項目 中項目 小項目

事業の 環境への 生態系 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a

実施環 配慮 ②環境情報協議会の意見を踏まえた生態系 a

境等 配慮

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － － Ａ

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 －

制等の調整状況

景観 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a

②環境情報協議会の意見を踏まえた景観配慮 a

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － － Ａ

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 －

制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画と本事 a

業との整合性

②高生産性優良農業地域対策に基づく広域 － a Ａ

農業農村整備促進計画との整合性

③人・農地プランとの整合性 a

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況 － － －

②その他着工前に重要な協議(予備)の状況 －

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況 － － Ａ

②事業実施に対する関係市町村の同意状況 a

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立 － a Ａ

②事業推進協議会から着工要望の提出 a

維持管理体制 ①予定管理者の合意 a

②維持管理方法と費用負担に関する予定管 － a Ａ

理者との合意

営農支援体制 営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － 済 Ａ

緊急性 国営事業等関連する他の公共事業との関 － 有 Ａ

係で緊急性が高い



費用対効果分析に関する説明資料

事 業 名 農業競争力強化基盤整備事業 地 区 名 大浜
水利施設整備事業

１．総費用総便益比の算定
（単位：千円）

区分 算定式 数値 備考

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 3,674,014

当該事業による費用 ② 1,444,556

その他費用 ③ 2,229,458 関連事業費＋資産価額＋再整備費

評価期間 ④ 48 当該事業の工事期間＋40年

総便益額（現在価値化） ⑤ 3,842,655

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.04

２．年効果額の総括
（単位：千円）

効果項目 年効果額 効果の要因

作物生産効果 128,149 農業用用水施設整備を実施した場合と実施しなかった

場合での農産物生産量が増減する効果

品質向上効果 639 農業用用水施設整備を実施した場合と実施しなかった

場合での農産物の価格が維持、向上する効果

営農経費節減効果 58,734 農業用用水施設整備を実施した場合と実施しなかった

場合での営農経費が増減する効果

維持管理費節減効果 △11,068 農業用用水施設整備を実施した場合と実施しなかった

場合での施設の維持管理費が増減する効果

地域用水効果 880 農業用用水施設整備を実施した場合と実施しなかった

場合での地域用水を利用する経費が節減する効果

都市・農村交流促進効果 588 農業用用水施設の整備に伴い農業用施設等が観光資源

として利活用できる効果

国産農作物安定供給効果 31,744 農業用用水施設整備を実施した場合と実施しなかった

場合での国産農産物の安定供給に寄与する効果

計 209,666

出典：大浜地区土地改良事業計画概要書（沖縄県八重山農林水産振興センター農林水産整備課作成）



大浜地区の事業の効用に関する説明資料

1.地区の概要
(1) 地 域 ： 沖縄県石垣市

(2) 受 益 面 積 ： 151ha

(3) 事 業 目 的 ： 畑地かんがい 151ha

(4) 主要工事計画 ： 畑地かんがい 151ha (改修)

(5) 県 営 事 業 費 ： 1,715百万円

(6) 工 期 ： 平成28年度～平成35年度

2.総費用総便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括 （単位：千円）

区 分 算定式 数 値

総費用（現在価値化） ①＝②＋③ 3,674,014

当該事業による整備費用 ② 1,444,556

その他費用（関連事業費＋資産価額＋再整備費） ③ 2,229,458

評価期間（当該事業の工事期間＋40年） ④ 48年

総便益額（現在価値化） ⑤ 3,842,655

総費用総便益比 ⑥＝⑤÷① 1.04

（２）総費用の総括



（３）年総効果額の総括 （単位：千円）

区 分 年総効果 効 果 の 要 因

効果項目 (便益)額

食料の安定供給の確保に関する効果

作 物 生 産 効 果 128,149 農業用用水施設整備を実施した場合と実

施しなかった場合での農産物生産量が増減

する効果

品 質 向 上 効 果 639 農業用用水施設整備を実施した場合と実

施しなかった場合での生産物の価格が維持、

向上する効果

営 農 経 費 節 減 効 果 58,734 農業用用水施設整備を実施した場合と実

施しなかった場合での営農経費が増減する

効果

維 持 管 理 費 節 減 効 果 農業用用水施設整備を実施した場合と実

△11,068 施しなかった場合での施設の維持管理費が

増減する効果

農業の振興に関する効果

地 域 用 水 効 果 880 農業用用水施設整備を実施した場合と実

施しなかった場合での地域用水を利用する

経費が節減する効果

多面的機能の発揮に関する効果

都市・農村交流促進効果 588 農業用用水施設の整備に伴い農業用施設

等が観光資源として利活用できる効果

その他の効果

国産農産物安定供給効果 31,744 農業用用水施設整備を実施した場合と実

施しなかった場合での国産農産物の安定供

給に寄与する効果

合 計 209,666



（４）総便益額算出表
（４）総便益額算出表－１

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（４）総便益額算出表－２

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。
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（４）総便益額算出表－５

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある





（４）総便益額算出表－７

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある



3.効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物生産量

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび、葉たばこ、かんしょ、オクラ、かぼちゃ、にがうり、パインアップル、マンゴー、

レッドジンジャー、ヘリコニア、牧草、さやいんげん

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝作付面積×（事業ありせば単収－事業なかりせば単収）×単価×

単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば作付面積－事業なかりせば作付面積）×単収×

単価×作付増減の純益率



○年効果額の算定



事業を実施した場合、農用地や水利条件の改良等が図られることから、立地条件の好転（湿潤

かんがい等）、作付増減に係る作物生産量の増減効果を見込むものとした。

【新設】

・作 付 面 積：「現況作付面積」は、現況調査により決定した。

「計画作付面積」は、県、市の農業振興計画や関係者の意向を踏まえ決定。

・単 収：「事業なかりせば単収」は現況単収であり、農林水産統計等による５ヶ年の平均

単収により算定した。

「事業ありせば単収」は計画単収であり、効果発生要因別増収量＋現況単収とし

て算定した。

【更新】

・作 付 面 積：「現況作付面積」は、現況調査により決定した。

「計画作付面積」は現況＝計画として算定した。

・単 収：「事業なかりせば単収」は用水機能の喪失時の単収であり、事業ありせば単収に

効果要因別の失われる増収率を考慮して算定した。

「事業ありせば単収」はかん水単収であり、農林水産統計等による最近５か年の

平均単収及びかん水整備率により算定した。

【共通】

・生産物単価：農業物価統計による５ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格またはＪ

Ａ聞き取り価格を用いた。

・純 益 率：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を用

いた。

・表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（２）品質向上効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の生産物価格

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび

○年効果額算定式

年効果額＝効果対象数量＋単価上昇額

○年効果額の算定

・効果対象数量：「事業ありせば」のもとでの生産量。

・生産物単価 ：「現況単価」は農林水産統計等による最近5か年の販売額に消費者物価指数を反

映した価格を用いた。事業ありせば単価は湿潤かんがいによる単価向上率を考慮し決定。事業

なかりせば単価は現況と同額。

・表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある





【新設】

・事業なかりせば営農経費（①）：実態調査等を基に決定

・事業ありせば営農経費 （②）：事業なかりせば営農経費を基に、地域の農業関係機関、普及

センターの指導方針を反映し算定した。

【更新】

・事業なかりせば営農経費（③）：現況を基に、事業なかりせば必要な営農経費を算出。

この場合は用水供給が停止される場合を想定した、作物栽

培上必要な防除用水等の関わる経費を計上する。

・事業ありせば営農経費 （④）：用水供給がされている現状の状態であり、作物栽培上必要な

防除用水等の確保に関わる経費を計上する。

・表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わな

い場合がある。





（５）地域用水効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、地

域用水を利用する経費の増減により年効果額を算定した。

○対象施設

防火水槽

○年効果額算定式

年効果額＝ 事業なかりせば想定される地域用水の利用経費

－ 事業ありせば想定される地域用水の利用経費

○年効果額の算定

防火用水効果

年効果額＝（事業なかりせば地域集落等の防火水槽等の設置の想定増加数

× １箇所当たりの建設費） × 還元率

・事業なかりせば想定増加数（①）：現在、消防水利施設に位置付けられている施設を消防施

設に代替した場合の施設数を算定した。

・１箇所当たり建設費 （②）：近傍地区の防火水槽の建設費を基に算定した。

・還元率 （③）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効

果額に換算するための係数。

・当地区の割合 (⑤)：関連事業（受益面積4,338ha）に対する当地区

（受益面積151ha）の割合

・表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と

合わない場合がある。



（６）都市・農村交流促進効果

○効果の考え方

農業用用排水施設整備に伴い付随的に生じる水辺環境等が、レクリエーション拠点として利活

用できる効果を、ＴＣＭ（travel Cost Method）により効果を算定した。

○対象施設

都市・農村交流促進施設

○年効果額算定式

年効果額＝平均訪問単価×平均訪問回数（１回／年）×訪問人数×Ａ１/Ａ２

ただし、

Ａ１：本地区受益面積 Ａ２：関連事業受益面積

○年効果額の算定

注）当該地区の受益地を対象とした国営事業にて算定した効果を当該地区の受益面積にて

按分した。

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入しているから、年効果額等の計算結果と合わない場合

がある。



（７）国産農産物安定供給効果

○効果の考え方

国産農産物の安定供給に対して国民が感じる安心感の効果であるため、一般国民に対してＷＴ

Ｐ（Willingness To Pay：支払意思額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価する手法であ

るＣＶＭ（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび、かんしょ、オクラ、かぼちゃ、にがうり、パインアップル、マンゴー

牧草、さやいんげん

○年効果額算定式

年効果額 ＝ 年増加粗収益額 × 単位食料生産額当たり効果額

○年効果額の算定

区 分 増加粗収益額 単位食料生産額当たり効果額 当該土地改良事業に

（効果額／食料生産額） おける効果額

① ② ③＝①×②

千円 円／千円 千円

新設整備 230,601 97 22,368

更新整備 96,659 97 9,376

合 計 31,744

増加粗収益額 （①）：作物生産効果の算定過程で整理した作物生産量を基に、

事業ありせば増加粗収益額及び事業なかりせば増加粗収

益額を整理した。

単位食料生産額当たり効果額（②）：年効果額の算定に用いる単位食料生産額当たり効果額は

一般国民に対し国産農産物の安定供給についてＷＴＰを

尋ねるＣＶＭにより、97円/千円（原単位）とした。

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と

合わない場合がある。



4．評価に使用した資料
【共通】

・農林水産省農村振興局整備部（監修）「［改訂版］新たな土地改良の効果算定マニュアル」大

成出版社（平成27年9月5日第２版第１刷発行）

・沖縄県農林水産部村づくり計画課（平成27年度）「経済効果関係の諸係数及び作物価格表」

【費用】

・当該事業費等に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部村づくり計

画課調べ

【便益】

・内閣府沖縄総合事務局農林水産部統計調査課（平成16～18年）

「園芸・工芸農作物市町村別統計書」

・内閣府沖縄総合事務局農林水産部（平成25～26年）「沖縄農林水産統計年報」

・沖縄県中央卸売市場（平成22年～26年）「市場年報」

・東京都中央卸売市場（平成22年～26年）「市場統計情報（月報・年報）」

・沖縄県農林水産部（平成23年～27年）「さとうきび及び甘しゃ糖生産実績」

・沖縄県農林水産部（平成23年～26年）「沖縄県の園芸・流通」

・沖縄県農林水産部（平成23年3月）「沖縄県畜産経営技術指標」

・沖縄県八重山農林水産振興センター（平成22年～26年）「八重山の農林水産業」

・沖縄県石垣市（平成23年11月）「石垣市酪農・肉用牛生産近代化計画書」

・財団法人沖縄県畜産振興基金公社（平成22年～26年）「家畜市場肉用牛取引実績報告書」

・総便益算定に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部村づくり計画

課調べ



平成２８年度新規地区採択チェックリスト

（７－３）農業競争力強化基盤整備事業（水利施設整備事業）
（都道府県名：沖縄県）（地区名：大里・星野 ）

１．必須事項

項 目 評 価 の 内 容 判定

１．事業の必要性 ・農業生産性の向上、農業総生産の維持・増大、農業生
が明確であるこ 産の選択的拡大、農業構造の改善等の観点から、当該 ○
と。 事業を必要とすること。

（必要性）

２．技術的可能性 ・地形、地質、水利状況等からみて、当該事業の施行が
が確実であるこ 技術的に可能であること。 ○
と。

３．事業の効率性 ・当該事業の効用の発現が十分見込まれ、すべての効用
が十分見込まれ がそのすべての費用を償うこと。 ○
ること。

（効率性）

４．受益者負担の ・当該事業の費用に係る受益農家の負担が、農家経営の
可能性が十分で 状況からみて、負担能力の限度を超えることとならな ○
あること。 いこと。

（公平性）

５．環境との調和 ・当該事業が環境との調和に配慮したものであること。
に配慮している ○
こと。

６．事業の採択要 ・事業実施要綱・要領に規定された事業内容、採択基準
件を満たしてい の要件に適合していること。 ○
ること。

項目を満たしている場合は「○」とする。

項目欄の（ ）には、主として考えられる観点を記述している。



平成２８年度新規地区採択チェックリスト

（７－３）農業競争力強化基盤整備事業（水利施設整備事業）
（都道府県名：沖縄県 ）（地区名：大里・星野 ）

２．優先配慮事項
【効率性・有効性】

評 価 項 目

評 価 指 標 単位 評価 評価

大項目 中項目 小項目 結果

効率性 事業の経済性・効率性 ①事業費の経済性・効率性の確保 － ○ Ａ
②コスト縮減についての具体的配慮 ○

有効性 食料の安定 農業生産性の 土地生産性及び労働生産性の維持・向上効 千円/ha 947 Ａ
供給の確保 維持・向上 果額（受益面積当たり） ･年

野菜・果樹の 野菜指定産地・果樹濃密生産団地の指定

産地形成 作物の計画作付面積割合 ％ － －
（受益面積当たり）

農業の持続 望ましい農業 認定農業者の割合（総農家当たり） ％ 25.5 Ａ

的発展 構造の確立

農地の確保・ 耕地利用率、作付面積増加率 ％ 106 Ｂ

有効利用 6

農業生産基盤 施設の更新等整備の緊急性 － － －

の保全管理

戦略的な保全管理に向けた更新整備計画 － － －

の作成

農村の振興 地域経済への 他産業への経済波及効果額 千円/ha 4,150 Ａ

波及効果 （受益面積当たり） ･年

地域用水機能 地域用水効果額（受益面積当たり） 千円/ha 5.8 Ａ
の維持・増進、 ･年

水資源の有効

活用(快適性の

向上)

再生可能エネ 小水力発電等の再生可能エネルギーの導 － － －

ルギーの導入 入

多面的機能 環境機能の維 環境関連効果額（受益面積当たり） 千円/ha 1,419 Ａ

の発揮 持・増進 ･年



【事業の実施環境等】

評 価 項 目 単位 評価 評価

評 価 指 標 結果

大項目 中項目 小項目

事業の 環境への 生態系 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a

実施環 配慮 ②環境情報協議会の意見を踏まえた生態系 a

境等 配慮

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － － Ａ

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 －

制等の調整状況

景観 ①地域や事業の特性を考慮した調査・検討 a

②環境情報協議会の意見を踏まえた景観配慮 a

③地域住民の参加や地域住民との合意形成 － － Ａ

への取組

④維持管理、費用負担及びモニタリング体 －

制等の調整状況

関係計画との連携 ①都道府県や市町村の農業振興計画と本事 a

業との整合性

②高生産性優良農業地域対策に基づく広域 － Ａ

農業農村整備促進計画との整合性

③人・農地プランとの整合性 a

関係機関との協議 ①河川管理者との協議(予備)の状況 － ―

②その他着工前に重要な協議(予備)の状況 a Ａ

地元合意 ①事業実施に対する受益農家の同意状況 － a Ａ

②事業実施に対する関係市町村の同意状況 a

事業推進体制 ①事業推進協議会の設立 － a Ａ

②事業推進協議会から着工要望の提出 a

維持管理体制 ①予定管理者の合意 a

②維持管理方法と費用負担に関する予定管 － a Ａ

理者との合意

営農支援体制 営農推進組織等(営農支援体制)の設立状況 － 済 Ａ

緊急性 国営事業等関連する他の公共事業との関 － 有 Ａ

係で緊急性が高い











（４）総便益額算出表－２

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合

わない場合がある。



（４）総便益額算出表－３

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（４）総便益額算出表－４

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わな

い場合がある。



（４）総便益額算出表－５

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（４）総便益額算出表－６

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合

わない場合がある。



（４）総便益額算出表－７

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わ

ない場合がある。





3.効果額の算定方法

（１）作物生産効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の作物生産量

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび、葉たばこ、かんしょ、オクラ、かぼちゃ、にがうり、パインアップル、マンゴー、

レッドジンジャー、ヘリコニア、牧草、さやいんげん

○年効果額算定式

年効果額＝単収増加年効果額※１＋作付増減年効果額※２

※１ 単収増加年効果額＝作付面積×（事業ありせば単収－事業なかりせば単収）×単価×

単収増加の純益率

※２ 作付増減年効果額＝（事業ありせば作付面積－事業なかりせば作付面積）×単収×

単価×作付増減の純益率





事業を実施した場合、農用地や水利条件の改良等が図られることから、立地条件の好転（湿潤 か

んがい等）、作付増減に係る作物生産量の増減効果を見込むものとした。

【新設】

・作 付 面 積：「現況作付面積」は、現況調査により決定した。

「計画作付面積」は、県、市の農業振興計画や関係者の意向を踏まえ決定。

・単 収：「事業なかりせば単収」は現況単収であり、農林水産統計等による５ヶ年の平均

単収により算定した。

「事業ありせば単収」は計画単収であり、効果発生要因別増収量＋現況単収とし

て算定した。

【共通】

・生産物単価：農業物価統計による５ヶ年の販売価格に消費者物価指数を反映した価格またはＪ

Ａ聞き取り価格を用いた。

・純 益 率：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について」による標準値等を用

いた。

・表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある。



（２）品質向上効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の生産物価格

の比較により年効果額を算定した。

○対象作物

さとうきび

○年効果額算定式

年効果額＝効果対象数量＋単価上昇額

○年効果額の算定

・効果対象数量：「事業ありせば」のもとでの生産量。

・生産物単価 ：「現況単価」は農林水産統計等による最近5か年の販売額に消費者物価指数を反

映した価格を用いた。事業ありせば単価は湿潤かんがいによる単価向上率を考慮し決定。事業

なかりせば単価は現況と同額。

・表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わない

場合がある



（３）営農経費節減効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）の労働費、機

械経費、その他の生産資材費について比較し、それらの営農経費の増減により年効果額を算定し

た。

○対象作物

さとうきび、葉たばこ、かんしょ、オクラ、かぼちゃ、パインアップル、牧草

○年効果額算定式

年効果額 ＝（事業なかりせば単位面積当り営農経費 － 事業ありせば単位面積当り営農経費）

× 効果発生面積

○年効果額の算定

畑地かんがい（畑かん施設が整備されることによる営農経費の節減）

土壌保全（土地利用の向上による土作り経費の節減）

【新設】

・事業なかりせば営農経費（①）：実態調査等を基に決定

・事業ありせば営農経費 （②）：事業なかりせば営農経費を基に、地域の農業関係機関、普及

センターの指導方針を反映し算定した。

・表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わな

い場合がある。





（５）地域用水効果

○効果の考え方

事業を実施した場合（事業ありせば）と実施しなかった場合（事業なかりせば）を比較し、地

域用水を利用する経費の増減により年効果額を算定した。

○対象施設

防火水槽

○年効果額算定式

年効果額＝ 事業なかりせば想定される地域用水の利用経費

－ 事業ありせば想定される地域用水の利用経費

○年効果額の算定

防火用水効果

年効果額＝（事業なかりせば地域集落等の防火水槽等の設置の想定増加数

× １箇所当たりの建設費） × 還元率

・事業なかりせば想定増加数（①）：現在、消防水利施設に位置付けられている施設を消防施

設に代替した場合の施設数を算定した。

・１箇所当たり建設費 （②）：近傍地区の防火水槽の建設費を基に算定した。

・還元率 （③）：施設が有している総効果額を耐用年数期間における年効

果額に換算するための係数。

・当地区の割合 (⑤)：関連事業（受益面積4,338ha）に対する当地区

（受益面積82ha）の割合

・表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と

合わない場合がある。



（６）景観・環境保全効果

○効果の考え方

景観や自然環境が保全、創造される効果であり、市場で扱われていない価値であるため、地域

住民等にWTP（Willingness To Pay：支払意志額）を尋ねることで、その価値を直接的に評価す

る手法であるCVM（Contingent Valuation Method：仮想市場法）により効果を算定した。

○対象施設

景観・環境配慮施設

○年効果額算定式

年効果額＝一戸当たりの支払意志額×受益範囲世帯数×{Ｃ１/（Ｃ１＋Ｃ２）}×Ｃ３

ただし、

Ｃ１：景観・環境保全施設の資本還元額のうち当該土地改良事業分

Ｃ２：景観・環境保全施設の資本還元額のうちその他事業分

Ｃ３：当地区の割合（関連事業83.5haに対する当地区分76.2haの割合）

○年効果額の算定

土地改良 CVMによる 景観・環境 当該土地改良 その他事業の 当該土地改良

施設名 効果額 保全施設の 事業の資本 資本還元額 事業における

資本還元額 還元額 効果額

① ②＝③＋④ ③ ④ ⑤＝①×(③/②)

区画整理等 115,617 85,187 85,187 - 115,617

注）当該地区の受益地を対象とした関連事業の区画整理の実施により発揮する効果を当該地区の

受益面積にて按分している。

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わな

い場合がある。



（７）都市・農村交流促進効果

○効果の考え方

農業用用排水施設整備に伴い付随的に生じる水辺環境等が、レクリエーション拠点として利活

用出来る効果を、ＴＣＭ（Travel Cost Method)により効果を算定した。

○対象施設

都市・農村交流促進施設

○年効果額の算定式

年効果額＝平均訪問単価×平均訪問回数（1回／年）×訪問人数×Ａ１／Ａ２

ただし、

Ａ１：本地区受益面積 Ａ２：関連事業受益面積

○年効果額算定

注）当該地区の受益地を対象とした国営事業にて算出した効果を当該地区の受益面積にて按分し

ている。

注）表中の数値は、表示単位未満を四捨五入していることから、年効果額等の計算結果と合わな

い場合がある。





4．評価に使用した資料

【共通】

・農林水産省農村振興局整備部（監修）「［改訂版］新たな土地改良の効果算定マニュアル」大

成出版社（平成27年9月5日第２版第１刷発行）

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数について（平成19年３月28日付け農林水産省

農村振興局企画部長通知（平成27年３月27日一部改正））

・土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について（平成26年３月27日付け農村振興

局整備部土地改良企画課課長補佐（事業効果班）事務連絡）

【費用】

・当該事業費等に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部村づくり計

画課調べ

【便益】

・内閣府沖縄総合事務局農林水産部統計調査課（平成16～18年）

「園芸・工芸農作物市町村別統計書」

・内閣府沖縄総合事務局農林水産部（平成25～26年）「沖縄農林水産統計年報」

・沖縄県中央卸売市場（平成22年～26年）「市場年報」

・東京都中央卸売市場（平成22年～26年）「市場統計情報（月報・年報）」

・沖縄県農林水産部（平成22年～26年）「さとうきび甘しゃ糖生産実績」

・沖縄県農林水産部（平成23年～26年）「沖縄県の園芸・流通」

・沖縄県八重山農林水産振興センター（平成22年～26年）「八重山の農林水産業」

・沖縄県石垣市(平成23年3月）「石垣市酪農・肉用牛生産近代化計画書」

・財団法人沖縄県畜産振興基金公社(平成22年～平成26年）「家畜市場肉用牛取引実績報告書」

・総便益算定に係る一般に公表されていない諸元については、沖縄県農林水産部村づくり計画

課調べ
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